
長野県住宅供給公社

１ 工事（業務）の概要及び発注担当部（所）

(１) 工事（業務）名

(２) 工事（業務）箇所

(３) 工事（業務）内容

(４) 工事（委託）期間

(５) 発注担当部（所）

(６) 入札の効力等

ア

イ

長野県住宅供給公社 事業部 建築課

令和７年度 県営住宅（長野）柳町団地防災管理業務

令和7年4月1日から令和8年3月31日まで

本件入札は、その契約に係る予算が長野県議会２月定例会で可決され、４月１日以降で
当該予算の執行が可能になったときに、入札の効力が生じるものとする。

一 般 競 争 入 札 公 告

  下記のとおり一般競争入札をおこないますので、長野県住宅供給公社の契約に関する要綱第５条の規
定により公告します。

令和7年2月7日

記

理事長  関　昇一郎

長野市三輪

電話 026-227-4322

本件の入札予定日は、令和７年度予算成立日の翌日以降とするため、変更となる場合が
あるものとする。

県営住宅高層棟に設置されている警報盤からの異常を監視し、関係機関
に通報すると共に現地確認を行う。
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２ 一般競争に参加する者に必要な資格に関する事項

(１) 参加資格要件

①

②

③

④

⑤

⑥

⑦

３ 競争参加資格等の確認手続き

(１)

(２) 申請等の提出は次のとおりとする。

ア 申請書等

1. 一般競争参加資格等確認申請書（様式１）

2. 施工実績（令和5年、6年） （様式２）

元請又は下請、共同企業体の実績として記載した工事の契約書、（共同企業体の

場合は協定書の写しも含む）又は既に契約書を処分したものについては、実績を

有することを証するその他の書類の写しを添付すること。

3. 配置予定技術者の資格・経験（様式３）

4. 入札参加にかかる説明書（様式４）

5. 競争入札参加資格確認通知書の写し

6. 警備業認定証の写し

7. 郵便封筒（確認結果通知返送用）

あて先を記入し、返送用切手を貼付すること。

イ 申請書等は持参又は郵送により受付ける。

ウ 提出部数は、正本１部とする。

営業品目区分

本競争入札の参加希望者は、(３)に掲げる期間に一般競争参加資格確認申請書及び資料（以下
「申請書等いう。）を期限までに提出し、公社の一般競争参加資格等の確認を受けなければな
らない。

地方自治法施行令第１６７条の４の規定に該当しないこと。

その他

長野県内に本店又は営業所が所在すること。

過去２年間に延床面積3,000㎡以上の建物で国又は地方公共団体と
同種の業務委託契約を２回以上誠実に履行した実績のある者。

警備業法第４条の規定による長野県公安委員会の認定を受けている
者又は同第９条の規定による届出を同公安委員会に行った者。

長野県が定めた「物品購入等入札参加資格者に係る入札参加停止措置要領」第２に基づ
く競争入札参加資格停止措置を受けていないこと。

  次に掲げる要件を満たしている者で、長野県住宅供給公社（以下「公社」という。）の資格の確
認を受けられる者であること。

⑧

「その他の業務」のうち「警備」

営業所の所在地に関
する要件

同種業務の実績又は
専門性の有無に関す
る要件

等級区分 Ａ、Ｂ

長野県の競争入札参加資格を有する者であること。
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(３)

ア 受付日時は、土曜日、日曜日、祝日を除く次の期間とする。

受付期間 から まで

受付時間 午前9時から午後4時まで

イ 受付場所は次による。

窓口受付 長野県住宅供給公社 事業部 建築課　電話 026-227-4322

長野県住宅供給公社 松本事務所　電話 0263-47-0240

郵送受付（受付期間内必着）

(４) その他

ア 申請書等の作成及び提出にかかる費用は、提出者の負担とする。

イ

ウ 提出された申請書等は返却しないものとする。

エ 申請に関する問合せ先は、発注担当部（所）とする。

４ 確認結果の通知

(１) 確認結果は、令和7年2月27日付け郵送で申請者に通知する。

(２) 都合により、(１)の通知予定日を変更する場合は、その旨を申請者に連絡する。

５ 一般競争入札参加資格等がないと認められた者に対する理由の説明

(１)

(２) (１)の説明を求める場合には、書面により次のとおり受付けるものとする。

ア 本書面は、４(１)の確認結果通知日の翌日から７日以内に提出するものとする。

イ 受付場所は、発注担当部（所）とする。

ウ 書面は持参又は郵送によるものとする。

(３)

380-0836
長野市大字南長野南県町 1003-1
長野県住宅供給公社　事業部　建築課

発注担当部（所）は説明を求められた者に対し、入札日の前日までに書面により回答するもの
とする。

令和7年2月13日 令和7年2月19日

提出された申請書等は、提出者に無断で一般競争入札参加資格等の確認以外の目的に使
用しない。

申請書等の受付は、次のとおりとする。
なお、申請書等の記載内容についてのヒヤリングは行わない。

一般競争入札参加資格等がないと認められた者は、公社に対してその理由の説明を求めること
ができる。
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６ 入札及び開札執行の日時及び場所

(１) 入札及び開札の日時及び場所は次のとおりとする。

ア 入札日時

イ 入札場所 長野市大字南長野南県町1003－1

長野県住宅供給公社 １階会議室

(２) 開札は入札終了後、入札会場で行う。

(３) 留意事項

ア

イ

ウ 代理人をして入札する場合は、委任状を入札時に提出すること。

７ 設計図書等

(１)

(２)

ア 本書面は４の(１)の確認結果通知日の翌日から７日以内に提出することとする。

イ 受付場所は、発注担当部（所）とする。

ウ 書面は持参又は郵送によるものとする。

(３) (２)の質問に対する回答は、入札参加資格者全員に知らせる。

８ 入札の執行

(１) 入札は、本人又は代理人が出席して行うものとする。

(２)

(３) この公告に示す入札日時に遅刻した者は、入札に参加できない。

(４)

(５) 一度提出した入札書を書き換え、引き換え又は撤回することはできない。

(６)

(７)

(８)

９ 低入札価格調査制度の適用

入札に参加する資格があると確認された者は、入札執行の完了に至るまでは、(７)のくじ引き
の場合を除きいつでも、入札を辞退することができる。

  本入札においては、一般競争入札に係る低入札価格調査制度事務処理要領による調査基準価格等
を設定してない。

入札日において、本公告に示した入札に参加するものに必要な資格を満たしている者以外の者
の入札は認めない。

一般競争入札参加資格等があることが確認された旨の通知書（４で通知した書面）の写
しを、入札時に持参すること。

令和7年3月12日 11時40分

工事（業務）費内訳書（表紙（代表者印を押印したもの）及び本工事（業務）費内訳
書、工事明細表に単価、金額を記載）１部を入札時に提出すること。

設計図書等に対する質問がある場合には、質問書（様式５）により次のとおり受付けるものと
する。

設計書（金抜き）、設計図面、仕様書、現場説明書、条件明示書、各種計算書等（以下「設計
図書等」という。）は本公告に併せて受付終了日まで掲示する。

入札回数は、２回を限度とする。なお、第２回の入札で落札者がいない場合は、第２回の入札
における最低入札金額の者と随意契約とするものとし、この場合の見積回数は２回を限度とす
る。

落札価格の決定に当っては、入札書に記載された金額に当該金額の消費税に相当する額を加算
した金額（当該金額に１円未満端数があるときは、その端数金額を切り捨てた金額）をもって
落札価格とするので、入札者は消費税に係る課税事業者であるか免税事業者であるかを問わ
ず、消費税を抜いて見積った総額に相当する金額を入札書に記載すること。

落札とすべき同額の入札をした者が２人以上いるときは、直ちに当該入札参加者にくじを引か
せ、落札者を決定する。この場合、当該入札者はくじを辞退することはできない。
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10 落札決定方法

11 入札保証金

入札保証金を必要とする。

（1）

（2）

（3）

2

3

4

5

（1）

（2）

6

12 契約書（案）、及び入札心得並びに低入札価格調査制度事務処理要領の閲覧

13 契約の時期

入札参加者は、入札保証金等の還付を受ける場合で、現金により納付を行った場合は、入札保
証金還付請求書を提出するものとし、公社は、入札参加者から適法な請求書を受領したときは
その日から14日以内に入札保証金を還付する。

入札参加者が過去2年間に、国、都道府県又は市町村、公社公団と、種類及び規模をほぼ
同じくする契約を2回以上誠実に履行した、実績を有する者で、かつ、その者が契約を締
結しないこととなるおそれがないと公社が認めたとき。

入札保証金の全部又は一部の納付を免除された落札者が契約を締結しないときは、納付させな
いこととした金額（落札決定額の100分の５（当該金額に１円未満の端数があるときは、その
端数金額を切上げた額））に相当する金額を徴収する。

入札保証金に代わる担保を提供する場合は、当該証券、手形、小切手又は保証書を提出
すること。なお、記名証券であるときは、売却承諾書及び委任状を添付すること。ま
た、手形に金融機関の保証が必要であるときは、当該保証書を添付すること。

　入札参加者は、入札執行前に見積もった契約希望金額（入札書に記載する金額（見積もった総額
の110分の100に相当する金額）ではないので注意すること。）の100分の5（当該金額に１円未満の
端数があるときは、その端数を切り上げた金額）の入札保証金を納付しなければならない。
　なお、国債、地方債その他の公社が確実と認める担保の提供をもって、入札保証金の納付に代え
ることができる。
　ただし、次の各号のいずれかに該当するときは、これを納めないことができる。

  予定価格の制限の範囲内で最低の価格をもって入札した者を落札者とする。ただし、公社が、予
定価格の制限の範囲内で最低の価格をもって入札した者の当該入札価格によってはその者により当
該工事（業務）の履行がされないおそれがあると認めるとき、又はその者と契約を締結することが
公正な取引の秩序を乱すおそれがあって著しく不適当であると認めるときは、その者を落札者とせ
ず、予定価格の制限の範囲内の価格以下をもって入札をした他の者のうち、最低の価格をもって入
札した者を落札者とするものとする。

  公社は、契約書（案）及び別に定める「競争入札心得」（以下「入札心得」という。）並びに
「一般競争入札に係る低入札価格調査制度事務処理要領」を公社ホームページに掲示する。

入札保証金には、利子を付さないものとする。

入札保証金等の納付は次のとおりとする。

現金による納付する場合は、公社が発行する納付書により長野県の指定金融機関、指定
代理金融機関、又は収納代理金融機関で納付し、領収書を提出すること。

前２号に掲げるもののほか、前号に準ずるものであって、その者が契約を締結しないこ
ととなるおそれがないと公社が認めたとき。

  本件契約については、４月１日付とする。

開札を行い、落札者とならなかったとき又は返還する事由が生じたときは、入札保証金等を還
付する。ただし、落札者が納付した入札保証金等は、契約の締結後に還付し、又は契約保証金
の納付に振り替えることができるものとする。

入札参加者が保険会社との間に、公社を被保険者とする入札保証契約を締結し、当該保
証保険契約書を、公社に提出して確認を得たとき。
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14 支払条件等

  支払い条件は次によるものとする。

(１) 前払いは、行わない。

(２)

15 契約保証金の納付

16 火災保険等付保の要否

　火災保険の付保は要しない。

17 入札書の無効

  次に掲げる入札書は、無効とする。

(１) 公告に示した一般競争入札に参加する者に必要な資格のない者の入札した入札書

(２) 虚偽の申請を行った者の入札した入札書

(３)

(４) 入札保証金の納付義務を履行していない者の入札した入札書

(５) 同一人がした２通以上の入札書

(６) 入札参加者が協定して入札した入札書

(７) 金額を訂正し、訂正印のない入札書

(８) 記名、押印のない入札書

(９) 誤字、脱字等により意思表示が明確でない入札書

(10)

(11)

18 その他

(１) 入札参加者は、入札心得を遵守しなければならない。

(２) 入札参加者は、契約書（案）を十分了知すること。

(３)

(４)

(５) 本手続きにおいて使用する通貨は日本国通貨に限る。

(６) その他詳細については、発注担当部（所）に照会のこと。

本公告に係る「申請書」「資料」「工事（業務）費内訳書」「入札書」等は、日本語で記載し
なければならない。

入札参加者は、私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律（昭和22年法律第54号）等関
係法令等に違反する行為を行ってはならない。

工事（業務）費内訳書の提出を求めた工事（業務）において、工事（業務）費内訳書を提出し
ない者が入札した入札書、又は未記入などの不備がある工事（業務）費内訳書を提出した者が
入札した入札書

上記(１)から(10)に掲げるもののほか、現場説明（現場説明書）及び入札心得において示した
入札条件に違反して入札した入札書

参加資格等があると確認された者であって、確認後、指名停止の措置を受け、入札時点におい
て指名停止中である者等、２に掲げる要件を欠いた者の入札した入札書

業務委託料の支払い方法及び時期は、契約書（案）による。

 落札者は、契約と同時に競争入札心得第13条(A)の規定による保証を付さなければならない。ただ
し、当初の契約額が、100万円未満の業務については、競争入札心得第第13条(A)第2項第1号の規定
により契約保証金の納付を免除する。また、当初の設計金額が500万円未満の業務において、競争
入札心得第13条(A)第2項第2号の規定に該当する場合は、契約保証金の納付を免除する。
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様式１

　理事長　関　昇一郎　様

申 請 者

㊞

㊞

(権限を有する営業所長等が提出
する場合は当該所長の氏名)

 工事（業務）名

一 般 競 争 参 加 資 格 等 確 認 申 請 書

令和     年     月     日

 　 下記により公告のあった工事（業務）に係る一般競争入札に参加する資格について確認されたく、一般競争参加資格等確認資料を添えて申請します。

  なお、地方自治法施行令第１６７条の４に該当しない者であること、及び本申請に係る記載が真実と相違ないことを誓約します。

長野県住宅供給公社

住 所

商号又は名称

代 表 者 氏 名

担 当 者 氏 名

電 話 番 号

Ｆ Ａ Ｘ 番 号

令和７年度 県営住宅（長野）柳町団地防災管理業務

 公　  告　  日

記

令和7年2月7日
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様式２

 会社名：

①「種類をほぼ同じくする」とは、入札公告による参加資格要件の業種又は、営業品目区分とする。

②「規模をほぼ同じくする」とは、契約額の概ね７０％を下限に公社が認めた額として判断したもの。

※  共同企業体の契約額については、構成比率による額を基準とする。

  誠実に履行した実績を有する者で、その実績について２件以上記載すること。

元請（単独）・下請 ・共同企業体(JV)

備　　考

　入札保証金納付の免除を希望する者は、過去２年間に、国、都道府県又は市町村、公社公団と種類及び規模をほぼ同じくする契約を２回以上

受注形態等

工事（委託）期間

共同企業体(JV)の場合：構成比率　　　　%

元請（単独）・下請 ・共同企業体(JV)

共同企業体(JV)の場合：構成比率　　　　%共同企業体(JV)の場合：構成比率　　　　%

施工実績（令和5年、6年）

工
事
（

業
務
）

名
称
等

工事（業務）名

契約金額

元請（単独）・下請 ・共同企業体(JV)

　項目　　　　　　　ＮＯ 1 2 3

施工場所

発注機関
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様式３

 会社名：

項目・氏名

配 置 予 定 技 術 者 の 資 格 ・ 経 験

最終学歴

工事（業務）名

工

事

（

業

務

）

経

験

発注機関

発注機関

工事（委託）期間

従事役職

法令による免許

発注機関

施工場所

契約金額

施工場所

工事（業務）名

工事（業務）名

従事役職

工事（委託）期間

施工場所

契約金額

工事（委託）期間

従事役職

契約金額

9 / 11



理事長 関　昇一郎　様

　これらの事項は事実に相違ありません。

住　所

名　称

代表者 印

（電話番号）

本業務に係る警備
員の配置人数

待機所の設置場所
（位置図添付）

車両の配置

その他装備

5実績証明書以外の契約状況 施設名称 延床面積 業務内容

　（元請業務に限る）

通算年数

警備業法第11条第4項関係 届出書の写しがある場合は添付

警備業法第40条関係
に規定される即応体
制の状況

2本業務履行に係る営業拠点
　
（住所）

3警備業法上の認定、届出状況等

警備業法第4条関係 認定書の写し添付

警備業法第5条関係 届出書の写しがある場合は添付

　　様式４

入札参加に係る説明書

長野県住宅供給公社

令和７年度 県営住宅（長野）柳町団地防災管理業務の入札参加にあたり、入札説明書に規定する

内容については下記のとおりです。

1長野県入札参加資格者登録番号（格付）

10/ 11



様式５

 回    答

商号又は名称

 質問内容

長野市三輪

担当者所属・氏名

質    問    書

提出日：令和     年     月     日

 発注部（所）

 公告日

長野県住宅供給公社 事業部 建築課

令和7年2月7日

令和７年度 県営住宅（長野）柳町団地防災管理業務

電話・ＦＡＸ

 工事（業務）名

住　　　　所

 工事（業務）箇所

 質問書提出者

11 / 11



仕様書（防災管理）－P. 1 

県営住宅柳町団地防災管理業務仕様書 
 

この仕様書は､県営住宅柳町団地（以下｢施設｣という。）の防災管理業務の大要を示すものである。 

 

１. 管理対象物件 

名 称 県営住宅柳町団地の１号棟から３号棟及び５号棟から１０号棟まで 

所在地 長野市三輪  

 

２. 管理業務内容 

 施設に設置されている警報盤からの異常を常時監視し、早期発見に努め関係機関に通報す

る。 

 

３. 管理の方法 

 警報システムの異常を常時監視し、関係機関に通報する。 

 

４. 管理業務の内容 

（1） 機械監視をする内容 

ア 自動火災報知器による異常の監視業務及び作動時の消防署又は消防設備点検業者への

通報 

イ ガス漏れ警報器による異常の監視業務及び作動時のガス供給者への通報 

ウ 受水槽満減水警報器による異常の監視業務及び作動時の給水ポンプ点検業者への通報 

エ エレベーター警報器による異常の監視業務及び作動時の保守点検業者への通報 

（2） 機械監視の方法 

ア 受注者は、（１）に掲げる事項を監視できる機器を配置し、ＮＴＴ回線により受注者

の監視所に接続し監視する。ただし、発注者が管理する監視設備を利用することができ

る。 

イ 受注者は、設置した機器が常に正常に作動するように維持しておかなければならない。 

ウ 受注者は、異常事態受信時において、遅滞なく緊急要員を現場に急行させ状況確認を

するとともに、関係機関へ連絡し防火戸の復旧、警報器のエラー解除(誤報の場合)等の

作業をする。 

 

５. 鍵の貸与及び保管 

 発注者は、監視のために必要となる施設の鍵類を受注者に貸与する。受注者は、貸与を受

けた鍵類の保管を適正に行い、契約解除等により不要になった時は受注者に返還しなければ

ならない。 

 

６. 記録及び報告 

（1） 受注者は、４（1）に示す監視の概要を所定の日誌に記録し、発注者に報告しなければな

らない。 

（2） 受注者は、毎月４（1）に示す業務の実施状況について、防災管理委託業務報告１（様式

第１号）により、翌月５日までに発注者に報告しなければならない。ただし、３月の業務

については、３月３１日までに報告しなければならない。 

（3） 受注者は、毎四半期ごとに４（1）に示す業務の実施状況について、防災管理委託業務報

告２（様式第２号）により、当該四半期が終了する翌月５日までに発注者に報告しなけれ

ばならない。ただし、第４四半期については、３月３１日までに報告しなければならない。 

 

７. 秘密の保持 

 受注者及び受注者の従業員は、警備上で知り得た発注者の秘密事項を他に漏らしてはなら

ない。 

 

８. 機械監視機器の設置 

 受注者は４に掲げる機械監視機器を設置する場合は、機械監視機器設置計画書を発注者に

提出し、承認を受けるものとする。 



仕様書（防災管理）－P. 2 

 

９. その他 

 契約解除後受注者は、受注者の費用により取り付けた機器を取り外し、建物等の損傷部分

は現状に復帰させるものとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（様式第１号） 

?

異常件数

件

件

件

件

件

件
合　　　　計

自動火災警報

ガス漏れ警報

受水槽満減水警報

エレベーター警報

そ　の　他

電話番号

管理項目 異　常　内　容 処　理　内　容

　　　　　　　下記のとおり報告します。

記

(報告者の）

　　　　防災管理委託業務報告１

(令和　　　年　　　月分）

令和　　　年　　　月　　　日

長野県住宅供給公社　様

称号又は名称
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（様式第２号） 

?

異常件数

　　　月　　　件

　　　月　　　件

　　　月　　　件

　　　月　　　件

　　　月　　　件

　　　月　　　件

　　　月　　　件

　　　月　　　件

　　　月　　　件

　　　月　　　件

　　　月　　　件

　　　月　　　件

　　　月　　　件

　　　月　　　件

　　　月　　　件

　　　月　　　件

　　　月　　　件

　　　月　　　件

　　　月　　　件

　　　月　　　件

管理項目 異　常　内　容 処　理　内　容

自動火災警報

合　　　　計 　　　　　　　件

ガス漏れ警報

受水槽減満水警報

エレベーター警報

そ　の　他

　　　　防災管理委託業務報告２

(第　　　　四半期）

令和　　　年　　　月　　　日

令和　　年　　月　～　令和　　年　　月

(報告者の）
称号又は名称
電話番号

　　　　　下記のとおり報告します。

記

長野県住宅供給公社　様

 



仕様書（防災管理）－P. 4 

 

（団地内案内図） 

 

集会所

12号棟
H5-8F-49戸

13号棟
H6-4F-16戸11号棟

H6-4F-24戸

B-H7-4F-38戸

14号棟
A-H7-8F-54戸

15号棟
H8-4F-12戸

4号棟
H7-7F-64戸

D2棟
S59-4F-32戸

D1棟 S59-4F-32戸監理員事務所

国道406号線

柳町団地
長野市三輪

対象建物を示す

10号棟
H3-8F-103戸

9号棟
H5-6F-36戸

8号棟
H5-6F-88戸

6号棟
H8-5F-20戸

3号棟
H7-8F-114戸

2号棟
H7-11F-66戸

5号棟
H7-14F-129戸

1号棟
H7-11F-101戸

7号棟
H3-13F-94戸

 



令和７年度　県営住宅（長野）

長野県住宅供給公社

参考数量

柳町団地防災管理業務　内訳明細書



1. 業 務 名 令和７年度　県営住宅（長野）

柳町団地防災管理業務

2. 業 務 箇 所 長野市三輪

3. 業 務 概 要 県営住宅に設置されている警報盤からの異常を監視し、

関係機関に通報する。

4. 対 象 物 件 １号棟から３号棟及び５号棟から１０号棟の合計９棟

円

円

円総 計

消 費 税

金 額



令和７年度　県営住宅（長野）柳町団地防災管理業務

№ 名　　　　称 規　　　　格 数 量 単位 単　価 金　　額 備　考

総 括 表

A 直接人件費

（1ヶ月）

機動警備員人件費 1ヶ月 9.0 棟

管制本部員人件費 1ヶ月 9.0 棟

警備機器償却費 1ヶ月 9.0 棟

警備機器保守料 1ヶ月 9.0 棟

警備車両等維持費 1ヶ月 9.0 棟

一般通信費・回線管理費 1ヶ月 9.0 棟

（ 1 ヶ 月 計 ）

A 計 業務原価計（12ヶ月分） 12.0 月

Ｂ 直接物品費 1.0 式

直 接 業 務 費 直接人件費＋直接物品費

Ｃ 業務管理費 法定福利費 1.0 式

その他管理費 1.0 式

業 務 原 価 直接業務費＋業務管理費

D 一 般 管 理 費 等 法定福利費 1.0 式

その他管理費 1.0 式

業 務 価 格 業務原価＋一般管理費

5 消費税相当額 10% 1.0 式

合 計 業務価格＋消費税相当額
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